













































































































































































































































































































































(1) 昭和 28年 10月16日，内閣総理大臣に提出された「地方制度改革に関する答申」の中
には，市町村の教育委員会は廃止するものとするとレう一項があり，当時の地方公共団体，
とりわけ市町村において教育委員会行政がし、かに財政上，運営上負担であったかが，推察で
きるO ちなみに， この答申は総会において 35名中， 3 2名の賛成を得て可決されているO
(2) I第24回衆議院文教委員会議事録J1 9 5 6年3月14日 P 1 2 
(3) I地方教育行政の組織及び運営に関する法律等の試行について」昭和 31年6月30日
文部事務次官通達
(4) )11口彰義 iI教育課程管理と学校の内在的管理権J1 9 7 2年 P 5 6 
(名古屋大 教育学部教委 「学校管理の教育法的研究J) 
(5) 文部省政令改正諮問委員会 「教育制度改革に関する答申J1 9 5 1年11月16日
(6) )1口彰義前掲書 P 5 7 
(7) 高野桂一 「学校管理規則の基本的性格J( 1-学校運営研究Nu8 7 J所収論文〉
明治図書 196 9年 P5 
(8) 林部一二 「学校管理の本質J 明治図書 1 966年 P22 
(9) 持田栄- I教育管理j 国土社 1 9 6 1年 P 2 0 9 上段
(川 渡辺洋三 「法というものの考え方J 岩波新書 197 1年 P187， P193 
U1) 六本佳平 f法社会学における法の概念J( !r法社会学J 社会学講箆 9等2章 1) 








れるo (引用， ) 1島著「日本人の法意識J 岩波新書 1 9 7 6年 P 4 0 ) 
uro Max Weber Rechtssoziologie Wirtschaft and Gessellsch-
a f t. 1 9 2 2年 P2 5 
ω 学校慣習法についての体系的研究としては，高野経ーによる以下の著作が詳しし、。
「学校慣習法の法社会学J1 9 6 9年 法律時報 8月号
f学校慣習法分析の基礎理論(1)，⑪，価j 奈良教育大学 紀要 14. 1 5. 1 6. 
1966~68 
。日 田中二郎 「行政法上巻J 青林書院 1 9 6 2年 P 5 4 
仕掛兼子 仁 「教育法J(法律学全集16) 有斐閣 1 965年 P 1 6 
日六本佳平前掲書 P38
(18) 川島武宣 「法社会学(上)J 岩波ま庫 1 9 6 7年 P 4 7 
? ??
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